
中野区告示第　14　号

　令和８年度における労働報酬下限額を定めたので、中野区公契約条例（令和４年中野区

条例第８号)第８条第３項の規定により、以下のとおり告示する。

中野区長　酒井　直人

工事又は製造の請負契約 (単位：円／１時間あたり)

職種 労働報酬下限額 職種 労働報酬下限額

01 特殊作業員 ３,４５３ 27 普通船員 ３,６７８

02 普通作業員 ３,０３７ 28 潜水士 ５,９２８

03 軽作業員 ２,１０３ 29 潜水連絡員 ４,２９７

04 造園工 ３,１１６ 30 潜水送気員 ４,０３８

05 法面工 ３,７８０ 31 山林砂防工 ３,６５６

06 とび工 ３,７２３ 32 軌道工 ６,６０３

07 石工 ３,７２３ 33 型わく工 ３,７１２

08 ブロック工 ３,６４５ 34 大工 ３,４４２

09 電工 ３,８５８ 35 左官 ３,８０２

10 鉄筋工 ３,８０２ 36 配管工 ３,３８６

11 鉄骨工 ３,３５２ 37 はつり工 ３,５１０

12 塗装工 ４,１０６ 38 防水工 ４,２９７

13 溶接工 ４,２８６ 39 板金工 ４,０２７

14 運転手(特殊) ３,４９８ 40 タイル工 ３,１２７

15 運転手(一般) ２,８８０ 41 サッシ工 ３,７４６

16 潜かん工 ４,１９６ 42 屋根ふき工 ４,０２７

17 潜かん世話役 ５,０２８ 43 内装工 ３,８７０

18 さく岩工 ４,７２５ 44 ガラス工 ３,７５７

19 トンネル特殊工 ４,２５２ 45 建具工 ３,８７０

20 トンネル作業員 ３,６１１ 46 ダクト工 ３,３８６

21 トンネル世話役 ４,８１５ 47 保温工 ３,２１７

22 橋りょう特殊工 ４,１２８ 48 建築ブロック工 ３,７２３

23 橋りょう塗装工 ４,１０６ 49 設備機械工 ３,１５０

24 橋りょう世話役 ４,７２５ 50 交通誘導警備員Ａ ２,３０６

25 土木一般世話役 ３,８７０ 51 交通誘導警備員Ｂ ２,１０３

26 高級船員 ４,４６６ 52
上記以外の職種、
未熟練工等

１,６３６

以上

令和８年度労働報酬下限額について

令和８年２月２０日



公契約約款特約条項（工事請負契約） 

 

（労働関係法令の遵守） 

第１条 乙は、労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働組合法（昭和 24 年法律第 174 

号）、労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57条）、雇用の分野における男女の均等な機会及

び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 号）、短時間労働者及び有期雇用労

働者の雇用管理の改善に関する法律（平成５年法律第 76号）、労働契約法（平成 19年法

律 128号）を遵守しなければならない。 

２ 乙は、中野区公契約条例（令和４年中野区条例第８号。以下「条例」という。）第２条

第４号イに掲げる労働者等と請負契約又は委託契約を締結しようとするときは、前項に

掲げる法律の趣旨を尊重して契約しなければならない。 

（労働報酬の支払） 

第２条 乙及び条例第２条第３号に規定する受注関係者（以下「受注関係者」という。）は、

条例第２条第４号に規定する労働者等（以下「労働者等」という。）（最低賃金法（昭和 34

年法律第 137号）第７条に規定する労働者を除く。第３条、第５条及び第６条において同

じ。）に対し、条例第７条第１項の区長が定める額（以下「労働報酬下限額」という。）以

上の同項に規定する賃金等（以下「賃金等」という。）を支払わなければならない。 

（乙の連帯責任） 

第３条 乙は、受注関係者が労働者等に対して支払った賃金等の額が労働報酬下限額を下

回るときは、その差額に相当する賃金等について、乙が当該受注関係者と連帯して支払う

義務を負う。 

（区長への報告） 

第４条 乙は、中野区公契約条例施行規則（令和４年中野区規則第 35号）第 10条に定める

ところにより、別に定める報告書を作成し、区長が指定する日までに区長に提出しなけれ

ばならない。 

（労働者等に対する周知） 

第５条 乙は、次に掲げる事項を、作業所等の労働者等が見やすい場所に掲示又は書面を交

付することによって労働者等に周知しなければならない。 

⑴ 労働者等の範囲 

⑵ 労働報酬下限額 

⑶ 第３条の規定の内容 

⑷ 条例第 10条の規定の内容 

⑸ 条例第 10条に規定する申出をする場合の連絡先 

⑹ 第６条の規定の内容 

（不利益取扱いの禁止） 

第６条 乙及び受注関係者は、労働者等から条例第 10条の規定による申出があった場合は、



誠実に対応するとともに、労働者等が当該申出をしたことを理由に、解雇、請負契約の解

除その他不利益な取扱いをしてはならない。 

（報告及び立入検査） 

第７条 区長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、乙又は受注関係者に対して必要な

報告を求め、又はその職員に、当該事業所等に立ち入り、労働者等の労働条件又は契約条

件がわかる書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 

⑴ 労働者等から条例第 10条の規定による申出があった場合 

⑵ 条例に定める事項の遵守状況を確認するために必要があると認める場合 

２ 乙及び受注関係者は、前項及び条例第 11 条第１項の規定による報告の求め及び立入検

査に応じなければならない。 

（是正措置） 

第８条 区長は、前条第１項及び条例第 11条第１項の報告又は立入検査の結果、乙又は受

注関係者が条例の規定又はこの特約の定めに違反していると認めるときは、乙に対し、速

やかに当該違反を是正するために必要な措置を講ずることを命ずることができる。 

２ 乙は、前項及び条例別表９項の規定により違反を是正するために必要な措置を講ずる

ことを命じられた場合には、速やかに是正の措置を講じ、その結果について報告しなけれ

ばならない。 

（公契約等の解除） 

第９条 甲は、乙又は受注関係者が次の各号のいずれかに該当する場合は、この契約を解除

することができる。 

⑴ 第７条第１項及び条例第 11 条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告

をし、又は検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をしたとき。 

⑵ 前条第１項及び条例別表９の項の規定による命令に違反したとき。 

⑶ 前条第２項及び条例別表 10の項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をしたと

き。 

２ 前項の規定により契約を解除した場合において、乙又は受注関係者に損害が生じても、

区はその損害を賠償する責任を負わない。 

（損害賠償） 

第１０条 乙は、第９条第１項の規定によりこの契約を解除した場合において、それによっ

て区に損害が生じたときは、その損害を賠償しなければならない。 

（違約金） 

第１１条 甲が第９条第１項の規定によりこの契約を解除した場合は、乙から違約金を徴

収することができる。この場合において、工事請負標準約款第 52 条第２項及び第６項の

規定を準用する。 

（受注関係者と締結する契約） 



第１２条 乙は、受注関係者と締結する契約において、乙が遵守すべき当該特約条項につい

て、受注関係者が乙に準じて当該特約条項を遵守することを定めなければならない。 

 

 


